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平成20年度 中央労働保険適用徴収業務監察結果の概要

労働保険適用徴収行政については､未手続事業の一掃が盛り込まれた計画

が開幕決定されているほか､社会保険の適用徴収業務のあり方に社会的に強

い関心が寄せられるなど､法の適正な執行､公平な費用負担､労働者に対す

るセーフティネットの確保が強く求められているO

また､労働保険の徴収汲定額に対する収納率が全国平均で97パーセント台

半ばにとどまり､中には92パーセント台という極めて低い率となっている都

道府県労働局(以下｢局｣という｡)もある等､国の徴収組織としての存続を脅

かしかねない状況もみられる｡

一方で､適用徴収業務を担当する職員数は減少傾向にあり､適正な労働保

険の適用徴収を維持していくための方策として労働保険事務組合の一層の活

用が重要な課題となっている｡

このため､平成20年度の中央労働保険適用徴収業務監察 (以下 ｢中央監察｣

という｡)では､労働保険の未手続事業一掃対策の実施状況､労働保険料滞

納整理の実施状況､労働保険事務組合に対する監査状況､さらに徴収業務に

係る事務処理状況を重点に25局46労働基準監督署(以下｢署｣という｡)に対し

て実地監察を行ったO

その結果､労働保険の未手続事業一掃対策においては､各局とも､関係通

達に示す職権成立対象事業台帳-の計画的な登載が行われていないなど未手

続事業一掃対策への取組は極めて消極的なものであった｡

労働保険料の徴収においても､多数の滞納事業場を抱えているにもかかわ

らず､効果的な計画の下に滞納整理が行われておらず､その結果､差押えの

実績がほとんどない局が多数みられるなど､一部の局を除き､適正徴収-の

取組は消極的なものであった｡

労働保険事務組合に対する監査､指導については､各局とも計画的に実施

している状況であるが､監査において認めた不適正な事例に対し､すべて口

頭での是正要求にとどまり､文書による是正指示の実績が全くない局がみら

れるなど､是正改善状況が確認できていないといった監査実施後の措置につ

いて大きな課題が残っている｡
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また､依然として､現金領収証書等の受払いが適正に行われていない局や

領収現金の日本銀行-の払込が遅れる事態など､重大な事故に繋がりかねな

い不適正な取扱もみられており､基本的な事務処理の更なる徹底も課題とし

て残っているO
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第 1 労働保険の未手続事業一掃対策の実施状況

1 局による手続指導状況

局による手続指導については､社団法人全国労働保険事務組合連合会都

道府県支部 (以下 ｢支部｣という｡)との協議会での役割分担により局が

手続指導を行 うこととなった事業及び支部の加入勧奨にもかかわらず成立

手続に至らなかった事業に対して行わなければならないものであるQ

これらの未手続事業に対して手続勧奨文書を送付し､出頭要請を行い､

自主的に成立手続を執るよう指導しているが､出頭要請に応じない事業主

に対しては､原則として労働保険適用指導員 (以下 ｢指導員｣という｡)

が個別に訪問し､自主的に成立手続を執るよう指導しなければならないも

のである｡

しかしながら､局によっては､次のような改善すべき状況がみられた｡

a 手続勧奨文書は､適用事業場として非該当であることが文書送付前

に判明した場合や送付先住所が判然としないなど特段の事情がある場

合を除き､すべての未手続事業の事業主に対して送付しなければなら

ないにもかかわらず､一部の事業主にしか送付していないもの

b 手続勧奨文書において出頭要請を行っていないもの

このため､手続勧奨文書の送付に当たっては､平成17年3月31日付け基

発第0331004号 ｢労働保険の未手続事業一掃対策における取組について｣

(以下 ｢局長通達｣という｡)及び平成17年3月31日付け基徴発第0331001

号｢労働保険の未手続事業一掃対策における取組に係る留意事項について｣

(以下 ｢課長内かん｣という｡)に基づいた次の事項を徹底する必要があ

るO

① 手続勧奨文書は､局長通達(記の2の(4):局による手続指導)及び

課長内かん(記の4:局が行う手続指導における留意事項)に基づき､

未手続事業の妻業主に対して労働保険制度とその費用負担の公平の観

点等を十分に理解させ､自主的に成立手続を執ることを促進するため､

原則としてすべての未手続事業の事業主あてに送付すること｡

② 未手続事業に対しては､局長通達(記の2の(4):局による手続指導)
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及び課長内かん(記の4 :局が行 う手続指導における留意事項)に基づ

き､手続勧奨文書を送付し､出頭要請を行 うなど､自主的な成立手続

を行 うよう直接指導すること｡

2 職権による成立手続の事前準備及び認定決定状況

局が個別訪問指導による手続指導を行っても加入 しない事業について

は､職権成立の対象事業として絞 り込みを行わなければならないものであ

る｡具体的には､特に労働者数等を参照し､規模の大きい事業､保険料率

の高い事業等を選定して職権成立対象事業台帳 (以下 ｢台帳｣という｡)

に登載し､事前調査を行った後に再度手続指導を行っても自主的な成立手

続を執らない事業については､事前調査において収集した情報に基づき､

確実に職権成立手続を行わなければならないものである｡

しかしながら､各局とも､以下のような改善すべき状況がみられた｡

a～ 職権による成立手続に関して極めて消極的であることから､過去

に一度も絞 り込みを行っておらず台帳が整備されていないもの

b 絞 り込みのための基準を設定せず､次のような事業を台帳に登載

することとしていたもの

i 無計画に事前調査を実施し､職権成立をした事業のみを事後に

台帳に登載

ii 最終的には自主成立の見込みである事業を形式的に台帳に登載

C 台帳を整備 し､絞 り込みのための基準を設定しているが､事前調

査の件数を減らす目的で､基準を満たす事業から悉意的に抽出して

台帳に登載しているもの

このため､台帳の整備及び職権成立手続に当たっては､局長通達及び課

長内かんに基づいた以下の事項を徹底する必要がある｡

① 台帳については､局長通達 (記の2の(5)のア :職権成立対象事

業の選定)及び課長内かん (記の5の(1):職権成立対象事業の選

定における留意事項)に基づき､少なくとも適用促進計画の職権成

立の年間目標件数以上の数となるよう絞 り込み基準を明確に設け､

積極的に職権成立の対象事業の絞 り込みを行った上で､整備を行 う

こと｡
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② 職権成立手続については､局長通達 (記の2の(5)のイ ニ職権に

よる成立手続に必要な事前調査､ウ :手続指導並びに記の2の(6)

:職権による成立手続及び認定決定)及び課長内かん (記の5の(2)

:職権成立手続に必要な事前調査並びに職権による成立手続及び認

定決定における留意事項)に基づき､台帳に登載した事業について

確実に事前調査を行い､再度手続指導を行っても自主的な成立手続

を執らない事業について､事前調査において収集した情報に基づき､

確実に職権成立手続を行 うこと｡

なお､台帳に登載後の再度の手続指導においては､職権成立後に保険料

が納付されない場合､差押えが行われることも含め､制度全体を十分説明

することにより自主成立の促進を図っている例もあった｡

3 労働保険適用指導員の活動状況

指導員については､局に配置し､個別訪問による手続指導及び事前調査

は原則として指導員により行われなければならないものである｡

また､労働保険適用指導員庁外活動報告書を遅滞なく局長に報告しなけ

ればならないものである｡

しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられた｡

a 指導員の個別訪問計画がずさんだったため､個別訪問指導件数が

1人当たり延べ月8件未満と著しく低調だったもの

b 労働保険適用指導員庁外活動報告書を遅滞なく局長に報告してい

ないもの

このため､指導員の活動については､局長通達及び課長内かん並びに平

成17年3月31日付け地発第0331003号 ･基発第0331008号 ｢労働保険適用指

導員の設置等について｣に示す労働保険適用指導員執務準則に基づいた以

下の事項を徹底する必要がある｡

① 局管理者は指導員の活動について､局長通達 (記の2の(4):局

による手続指導)及び課長内かん (記の4 :局が行 う手続指導にお

ける留意事項)に基づき､適用促進計画の年間目標件数を踏まえて

効果的な訪問計画を立て､指導員を有効に活用すること｡
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② 労働保険適用指導員庁外活動報告書は､労働保険適用指導員執務

準則の5に基づき､局管理者が指導員の活動状況を把握するため､

遅滞なく局長に報告する体制を整備すること｡

なお､一つの未手続事業に対し2-3回程度訪問指導を行っても自主的

な成立手続を執らない事業については､予め策定してある選定基準に該当

する事業である場合は速やかに台帳に登載して事前調査を実施 し､該当し

ない事業である場合には､別の未手続事業を手続指導するよう指示する等､

指導員を効果的､効率的に活用する必要がある｡
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第2 徴収事務に係る事務処理状況

1 収入官吏及び事務取扱補助者等の命免状況

収入官吏 .(分任収入官吏､収入官吏代理を含む｡以下同じo)の命免に

ついては､労働局長が各部局の所属職員のうちから収入官吏等命免簿によ

り任命 しなければならないものである｡

また､主任収入官吏の事務取扱補助者は､主任収入官吏が原則複数名任

命 しなければならないものである｡

しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられた｡

a 収入官吏等命免簿の命免事項の欄に何も記載していないもの

b 主任収入官吏の事務取扱補助者を1名 しか任命 していないもの

C 転出した主任歳入歳出外現金出納官吏事務取扱補助者の免職発令

をしていないもの

このため.､収入官吏等の命免に当たっては､以下の事項について､｢徴

収関係事務取扱手引 Ⅰ (徴収 ･収納)平成20年3月｣(以下 ｢手引｣とい

う.)に基づいた事務処理を確実に行 う必要がある三

(D 収入官吏等命免簿の命免事項欄は､手引の46頁 (第2章第 1節第

2の2:任免の手続)に基づき､｢主任収入官吏｣等の発令事項を

漏れなく記載すること｡

② 主任収入官吏の事務取扱補助者は､手引の47頁 (第 2章第 1節第

4の 1:任免)に基づき､原則複数名を任命すること｡

③ 主任歳入歳出外現金出納官吏事務取扱補助者が転出した場合は､

手引の74頁 (第2章第5節第 2:歳入歳出外現金出納官吏の任免)

に基づき､免職発令を行 うこと｡

2 収入官吏の事務取扱状況

主任収入官吏在庁時は､原則として､主任収入官吏及び主任収入官吏の

事務取扱補助者が､当該主任収入官吏の現金領収証書を使用して領収しな

ければならないものである｡

また､主任収入官吏が 1日以上不在の時は､主任収入官吏代理がその事

務を代わって行わなければならないものである｡
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しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられたD

a 主任収入官吏が在庁しているにもかかわらず､常時､分任収入官

吏で領収しているもの

r b 主任収入官吏が1日以上不在の時に､主任収入官吏代理がその事

務を代わって行っていないもの

このため､収入官吏の事務取扱に当たっては､以下の事項について手引

に基づいた事務処理を確実に行 う必要がある｡

① 主任収入官吏が在庁時の収納事務は､手引の47頁 (第 2章第 1節

第4の4:主任収入官吏在庁時の収納事務について)に基づき､年

度更新の期間等､納付者が多数来客し､収納事務に支障が生じる場

合を除き､主任収入官吏及び主任収入官吏の事務取扱補助者が行 う

こと｡

② 主任収入官吏が 1日以上不在の時は､手引の47頁 (第 2章第 1節

第 3の1の(3):収入官吏代理)に基づき､主任収入官吏代理が領

収すること｡

3 現金領収証書及び現金出納簿等の事務処理状況

現金領収証書及び現金出納簿等については､｢収納事務等のチェックポ

イン ト (平成15年 8月28日付け基徴発第0828001号)｣(以下 ｢チェックポ

イン ト｣という｡)及び手引に基づき適正に処理しなければならないもの

である｡

しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられた｡

(1) 現金領収証書

a 書損した現金領収証書について書損年月日及び書損後の経過を記

入 していないもの

b 氏名又は住所を誤記したにもかかわらず､書損処理せず訂正して

使用していたもの

C 歳入歳出外現金領収証書のすべての原符に主任収入官吏が検印し･

ていないもの
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d 現金領収証書の備考欄に証券に係る記号番号等を記載していない

もの

e 主任収入官吏の現金領収証書の原符の一部に主任収入官吏が検印

していないもの

f 分任収入官吏の現金領収証書の原符の一部に主任収入官吏が検印

していないもの

g 歳入歳出外現金領収証書の原符の一部に主任収入官吏が検印して

いないもの

このため､現金領収証書の事務処理に当たっては､以下の事項につい

てチェックポイント及び手引に基づいた事務処理を確実に行 う必要があ

る｡

① 現金領収証書の書損処理に当たっては､手引の56頁 (第 2章第2

節第 1の3 :現金領収証書の記入方法の(5))に基づき､書損年月

日､書損理由及び書損後の経過を記載すること｡

② 現金領収証書及び歳入歳出外現金領収証書を使用した場合は､チ

ェックポイン ト (記の4の(3): 現金領収証書及び歳入歳出外現金

領収証書の検印について)に基づき､主任収入官吏が検印を押印す

ること｡

③ 証券で領収する場合には､手引の55頁 (第2章第2節第 1の3:

現金領収証書の記入方法の(1)の⑥ )に基づき､現金領収証書の備

考欄に証券に係る記号番号等を記載すること｡

(2) 現金出納簿

a 主任収入官吏代理が領収及び払込を行っているにもかかわらず､

現金出納簿の決裁欄には主任収入官吏本人が押印しているもの

b 分任収入官吏が収納した現金を代理者が払い込んだにもかかわら

ず､現金出納簿の決裁欄には分任収入官吏本人が押印しているもの

C 複数の領収をまとめて記載しているにもかかわらず､現金出納簿

の摘要欄に何の記載もないもの

このため､現金出納簿の事務処理に当たっては､以下の事項について

手引に基づいた事務処理を確実に行 う必要がある｡
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(∋ 領収又は払込を代理者が行った場合､現金出納簿の決裁欄には､

手引の47頁 (第 2章第 1節第 3の 1の(3):収入官吏代理)､52頁

(第 2章第 2節第 1の1の(1):領収の方法の①)及び72頁 (第 2章

第4節第 1の2 :現金出納簿の(2)の⑫ )に基づき､代理者が押印

して決裁すること｡

② 複数の領収をまとめて記載する場合には､手引の71頁 (第2章第

4節第 1の2 :現金出納簿の(2)の② )に基づき､現金出納簿の摘

要欄に外○○件と記載すること｡

(3) 納付受託証券整理簿

･ 再委託 した受託証券が完結したにもかかわらず､納付受託証券整

理簿の備考欄に何も押印されていないもの

このため､納付受託証券整理簿の事務処理に当たっては､次の事項に

ついて手引に基づいた事務処理を確実に行う必要がある｡

○ 再委託した納付受託証券が完結した場合は､手引の69頁 (第 2章

第 3節第 1の9:納付委託を受けた場合の取扱の(7))に基づき､

主任収入官吏が納付受託証券整理簿に確認印を押印すること0

4 現金領収証書等の受払及び保管状況

現金領収証書等の受払については､収入官吏が物品請求書等を使用して

物品管理官から交付を受け､使用時以外の保管については､主任収入官吏

又は分任収入官吏が発令されている者のうち役職の上位の者が指定を受け

た上で施錠可能な堅固な容器に保管しなければならないものである0

しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられた｡

a 現金領収証書等の請求方法として口頭請求によるものとし､物品

請求書等の文書による請求を行っていないもの

b 現金領収証書等の請求方法として使用中の現金領収証書等の裏表

紙に請求のゴム印を押し主任収入官吏の検印を受けることとし､物

品請求書等の文書による請求を行っていないもの

C 交付を受けた現金領収証書等に､交付年月日､課重署名及び官職
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氏名を記入していないもの

d 署長が､使用時以外の現金領収証書等の保管管理者に､収入官吏

が発令されていない署次長や署労災課長を指定して管理させていた

もの

e 使用時以外の現金領収証書等の保管管理を分任収入官吏が発令さ

れている者のうち役職が上位の署労災課長が行っているものの､署

長が署労災課長に対する保管管理者の指定を事務分掌等で行ってい

ないもの

f 平成20年3月25日付け基徴発第0325001号 ｢現金領収証書 (領収済

報告書)の様式変更及び切替等について｣において､収入官吏が保

有している未使用の現金領収証書は､返納のための決裁後､物品管

理官-返納するよう指示されているにもかかわらず､局所属の収入

官吏からの物品管理官-の返納を行っていないもの

このため､現金領収証書等の受払及び保管の処理に当たっては､以下の

事項についてチェックポイント及び手引に基づいた事務処理を確実に行 う

必要がある｡

① 現金領収証書等の請求は､チェックポイン ト (別紙の1の(1)の

① :現金領収証書の請求)に基づき､物品管理官に対して文書によ

り行い､物品管理官が請求行為の記録を残すこと｡

② 現金領収証書の交付を受けた者は､手引の54頁 (第2章第2節第

1の2 :現金領収証書の取扱及び保管の(2))に基づき､現金領収

証書の表紙に交付年月日､課重署名及び官職氏名を記入すること｡

③ 使用時以外の現金領収証書等の保管管理は､手引の55頁 (第 2章

第 2節第 1の2 :現金領収証書の取扱及び保管の(5))に基づき､

署長自らが行 う場合を除き､分任収入官吏のうち予め指定する者に

行わせること｡

④ 切替前の未使用の現金領収証書は､平成20年3月25日付け基徴発

第0325001号 ｢現金領収証書 (領収済報告書)の様式変更及び切替等

について｣に基づき､返納を行うこと｡

5 スタンプ領収の取扱状況

スタンプ領収については､局署の窓口収納又は集合徴収を行 う場合であ
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って､局長が特に必要と認めたとき (年度更新時期等現金領収証書によっ

ては対応が著 しく困難なとき)に納入告知書及び納付書の全額を収納した

ときに限り､取 り扱 うことができるものである｡

また､領収スタンプの管理責任者 (主任収入官吏)は､これを全く使用

しなくなった場合､当該スタンプを物品管理官-返納しなければならない

ものである｡

しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられた｡

a スタンプ領収の取扱 日について､局長が次のような期間を承認 し

ていたもの

･平成20年 4月21日～ 5月20日

･平成20年 4月 9日～ 5月30日

･平成20年 5月12日～ 5月23日

b 領収スタンプを全く使用 しなくなったにもかかわらず､これを返

納 していないもの

このため､スタンプ領収の取扱に当たっては､以下の事項について手引

に基づいた事務処理を確実に行 う必要がある｡

① スタンプ領収の取扱日は､手引の52-53頁 (第2章第2節第 1の

1の(1):領収の方法の③及び④)に基づき､年度更新時期におけ

る納期限前 1週間程度の日及び納期限後における集合徴収 目であっ

て相当程度の領収が見込まれる日に限り承認すること｡

② 領収スタンプは､手引の53頁 (第 2章第 2節第 1の1の(2):ス

タンプ領収の取扱の③のウ)に基づき､速やかに返納すること｡

6 払込未済保険料等の保管及び払込状況

収入官吏が現金又は証券を領収 したときは､金額の如何にかかわらず領

収の日又はその翌日に日本銀行に払い込まなければならないものである｡

しかしながら､局によっては､次のような改善すべき状況がみられた｡

･ 受領 した現金を翌々日以降に払い込んでいるもの

このため､現金又は証券の領収に当たっては､以下の事項について手引
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に基づいた事務処理を確実に行 う必要がある｡

○ 受領した現金は､手引の57寅 (第 2章第2節第2の1:歳入金の

払込)に基づき､必ず翌日までに払い込むこと｡

なお､払込未済保険料等については､会計事故防止の観点から､払込は

原則領収当日に行い､翌日となる場合は署長､労災課長等-確実に伝達し､

事務室の所定の場所に払込未済保険料有りを意味する札などを目印に置く

などした上で､担当者任せにすることなく､主任収入官吏等が声を掛ける

など､複数名により管理するけん制体制を確立し､適切な保管及び払込遅

延の防止を徹底している例がある｡
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第3 労働保険事務組合に対する監査状況

労働保険事務組合 (以下 ｢事務組合｣というO)に対する監査終了後､

文書によって事務処理の改善指示を行 うことが必要であると思われる辛

項については､その文書を作成 し､これを復命書に添付して労働局長の

決裁を受けた上で､事務組合に送付しなければならないものである｡

しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられ

た｡

a 文書による改善指示が必要であるかを担当官のみで判断している

もの

b 文書による改善指示を行わなければならない事項についても､す

べて口頭で行っているもの

C 事務組合に対する監査の復命書について､総務部長決裁にとどま

り局長決裁を受けていないもの

このため､事務組合に対する監査に当たっては､以下の事項について､

平成20年4月1日付け職発第0401012号､基発第0401005号 ｢平成20年度に

おける地方雇用監察官が行 う監察 ･監査について｣の別添 ｢雇用保険監

察官が行 う監察 ･監査実施要領｣(以下 ｢要領｣という｡)､｢地方雇用

保険監察官業務必携 平成20年4月｣(以下 ｢必携｣という｡)及び平成1

6年7月22日付け事務連絡 ｢地方雇用保険監察官による労働保険事務組合

-の文書指示について｣(以下 ｢事務連絡｣という｡)に基づいた事務

処理を確実に行 う必要がある｡

(∋ 事務組合に対する監査の結果､適正を欠くと思われる事実が認め

られるときは､必携の4頁 (要領第 2章Ⅲの2:復命)及び事務連

絡に基づき､改善に関する指摘の方法及び内容を関係部課室長を交

えて組織的に検討すること｡

② 文書による事務処理の改善指示を行 うことが必要であると思われ

る事項については､必携の4頁 (要領第 2章のⅢの2:復命)及び

事務連絡に基づき､その文書を作成 し､復命書に添付し､局長決裁

後事務組合に送付すること｡
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③ 事務組合に対する監査の復命書については､必携の4頁 (要領第

2章Ⅲの2:復命)に基づき､必ず労働局長の決裁を受けること

- 15 -



第4 労働保険料滞納整理の実施状況

労働保険料の滞納整理に当たっては､収納未済歳入額の動向を見極め､

多額の保険料等を滞納 している事業主及び多年度にわたり滞納を繰 り返し

ている事業主 (事務組合委託事業を含む)を重点とするとともに､滞納整

理実施計画を策定し､計画的に取り組まなければならないものである0

納入督励は､単に文書又は電話にとどまらず､訪問等を積極的に行 うと

ともに､事業の経営状況を把握 した上で､納入計画書､債務承認書等を徴

することにより債権の時効中断措置を適切に講じ､適切な債権管理に努め

なければならないものである｡

滞納者の財産調査等は､財産の差押え等の強制処分の執行､執行停止及

び不納欠損処理を行 うために不可欠であるので､適正に実施 しなければな

らないものであるO

また､社会保険事務所､税務署等他の関係行政機関との連携を図りつつ､

差押え等の励行により滞納整理を実施しなければならないものである0

しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられた｡

a 保険料を滞納する事業場に対し､督促状送付以後､何ら有効な

時効中断措置を執らず消滅時効が完成したもの

b 保険料を滞納する事業場で一部納付や債務承認に応 じない事業

場に対 して預金や売掛金などの財産調査を計画的に行っていない

もの

C 事務組合委託事業ということをもって滞納整理の対象から除外

しているもの

このため､労働保険料の滞納整理に当たっては､以下の事項について､

平成20年3月31日付け基徴発第0331003号 ｢適用徴収業務の運営に当たって

留意すべき事項等について｣(以下 ｢留意通達｣という｡)､手引及び ｢徴

収関係事務取扱手引Ⅱ (滞納処分)平成12年3月｣(以下 ｢手引Ⅱ｣とい

ラ.)に基づいた事務処理を確実に行 う必要があるD

(丑 保険料を滞納する事業場に対しては､留意通達 (記の第 1の2の

(3):実効ある滞納整理の実施のイ)及び手引の106頁 (第 3章第 9
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の4:時効の中断)に基づき､納入計画書､債務承認書等を徴する

ことにより債権の時効中断措置を適切に講ずること｡

② 保険料を滞納する事業場で一部納付や債務承認に応じない事業場

に対しては､留意通達 (記の第 1の2の(3):実効ある滞納整理の実

施のク､エ)､手引Ⅱの8頁 (第 2章:財産調査)及び手引Ⅱの24

頁 (第 3章:差押え)に基づき､預金や売掛金などの財産調査を計

画的に行い､差押え等の措置を講ずること｡

③ 労働保険料の滞納整理については､留意通達 (記の第 1の2の(3)

:実効ある滞納整理の実施のア)に基づき､事務組合委託事業も対

象とすること｡

なお､滞納事業場の預金に関する情報を金融機関から文書で入手できる

契約を複数の金融機関との間で締結することにより､速やかに､預金額､

取引先等の情報を入手して積極的に差押えを実施している局があったa
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第5 地方労働保険適用徴収業務監察制度の運用状況

1 監察の計画

地方労災補償業務等監察計画(以下｢監察計画｣という｡)は､前年度の監

察結果及び各署の業務実施状況のほか､当年度の重点課題､局及び署の業

務繁忙時期その他の状況を十分勘案の上､監察の効果と効率性が最大とな

る観点から､実地､机上及び通信の各監察の実施時期､重点的に監察する

事項､監察の実施体制等について､総務部長及び労働基準部長をはじめ､

関係部課室長を交えて組織的に検討し､局長の決裁を経た上で策定しなけ

ればならないものである｡

しかしながら､局によっては､次のような改善すべき状況がみられた｡

･ 監察計画について､関係部課童等との検討をせずに､労災補償監

察官が単独で作成した監察計画案で決裁を起案し､決裁した部長は

内容の精査もせずに決裁印を押印しているなど､およそ組織的な検

討とは言い難いもの

このため､監察計画の策定に関し､以下の事項を徹底する必要がある｡

○ 局の幹部職員は､労働保険適用徴収業務を的確に運営する上で､

監察機能が果たすべき役割を十分認識し､最大の効果が得られる監

察が実施されるような監察計画を策定すること｡

そのためには､労働保険適用徴収担当課室長はもとより､関係の

部課室長は､地方労災補償監察官監察指針､本省留意通達､中央 ･

地方監察結果報告書､行政運営方針､業務実施計画等に基づき､労

働保険適用徴収業務等全般の現況 ･問題点及び今後の見通し等を十

分把握した上で､監察計画策定のための検討に積極的に参画するこ

と｡

2 監察実施後の措置

監察を実施したときは､労災補償監察官は､その結果の概要を局長及び

関係部課室長に対して速やかに口頭復命した上で､法令､通達､手引等に

反する事項その他是正改善を必要とする事項について､直ちに関係部課室
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長との協議を経て是正改善とその報告を指示する文書を作成し､局長決裁

を経た上で､当該署長宛の文書を発出しなければならないものであるa

さらに､時機を失することなくその是正改善の状況を確認し､是正改善

状況が不十分な場合には､その原因を分析して署長に対して再指示を行わ

なければならないものである｡

また､当該年度に実施した監察の結果については､関係部課室長も参画

して報告書としてとりまとめ､局長の決裁を経て作成しなければならない

ものであるO

しかしながら､局によっては､以下のような改善すべき状況がみられた｡

a 労災補償監察官が実施した監察の結果を局長や関係部課室長に対

して報告していないもの

b 法令､通達､手引等に明らかに反する事務処理を発見しているに

もかかわらず､署に対して口頭指導にとどめ､文書による是正改善

を指示していないもの

C 適用徴収業務の不適切事例に関する事項について､その是正改善

指示の検討に総務部長や労働保険適用徴収担当課室長が参画してい

ないもの

d 署長に対して是正改善と是正改善状況報告書を求める文書につい

て､その決裁が労災補償課長にとどまり､労働保険適用徴収担当課

室長の決裁を受けていないもの

e 署長に対する是正改善を指示する文書が､当該年度中に行われず､

次年度に入ってから行われているもの

f 署長から提出された局長あての是正改善状況報告書について､局

長の確認を受けていないもの

g 監察結果報告書の作成について､労災補償課の職員だけが参画し､

関係部課室長が参画していないもの

このため､監察実施後の措置に関し､以下の事項を徹底する必要がある｡

① 労災補償監察官は､監察を実施した結果について､その都度､局

長及び関係部課室長に対して速やかに概要を報告すること｡

その際､行政運営上重大な影響を及ぼすような事態が発見された

ような場合においては､直ちに局署が組織的に対策を講ずる必要が

-19-



ある等について進言することO

なお､局長及び関係部課室長-の報告方法として､当該幹部が一

堂に会する場を設定して､そこで報告するといった工夫をしている

局もあった｡

② 法令､通達､手引等に定められた諸事項は､基本的事務処理の徹

底を図る上で､確実に実施されていなければならない事項であるこ

とから､これに明らかに反する事務処理については､口頭指導にと

どめることなく､必ず､文書により是正改善を指示すること｡

③ 監察において不適切な事務処理を発見した場合には､その原因分

析､影響度合､是正改善指示の内容､是正改善の期限等を関係部課

室長を交えて検討すること｡

また､署からの是正改善状況報告書は､必ず､局長及び関係部課

室長の確認を受けること｡

④ 監察結果報告書については､関係部課室長を交えて取りまとめ､

局長の決裁を経て遅くとも年度内に作成すること｡
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平成20年度 中央労働保険適用徴収業務監察実施労働局及び労働基準監督署

労 働 局 名 労 働 基 準 監 督 署 名

01 ☆北海道 岩見沢 【 札幌東 】 l

】 l 】

27 大 阪 大阪南 1 茨 木 1 1

31 鳥 取 倉 吉 】 F F

33 ☆岡 山 倉 敷 l 】l

福岡中央 E 福岡東 l L

43 熊 本 熊 本 】 玉 名 F l

(注)1☆印の労働局については､監督署のみ実施した｡

2網掛けの労働局の監察は中央雇用保険監察官が､それ以外の労働局･監督署は中央労災補償監察官
が実施した0
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